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ＪＲ発足 37年 あらためて地域公共交通を考える 

 10・14シンポジウムあいさつ・まとめ   

 

 

松川委員長あいさつ 

 
10月 14日、今日は、鉄道の日。 

いま、日本の鉄道、特にローカル線は

危機的な状況にあります。この状況を

肌で感じている地域の皆さまから「線

路をなくしちゃいけない」「学校に、病

院に行けなくなる」「町が無くなってし

まう」など心配する声が寄せられ、全国

の仲間から「このままではいけない」

「何かできないのか」「鉄道の安全は大

丈夫か」などの意見や要望などをいただき、国労として本日のシンポジウムを企画させてい

ただきました。 

三連休最終日でありますが、全国から「ＪＲ発足 37年 あらためて地域公共交通を考える

10・14シンポジウム」に参加された皆さん、Ｗｅｂで視聴されている組合員の皆さん、あり

がとうございます。 

そして、公共交通を守ろうとの趣旨に賛同してご協力いただいた、埼玉大学名誉教授・安

藤先生、日本大学名誉教授・桜井先生、また、ともに公共交通を守る立場から私鉄総連・志

摩交通政策局長、ローカル線廃止を経験された江津市・植田市議会議員にも参加していただ

きました。そして公共交通出身で地域交通の大切さをよく知っている立憲民主党、森屋隆参

議院にも衆議院解散という大変お忙しい中駆け付けていただきました。 

ご臨席賜った皆さまには、シンポジウムの成功のためにお力添えをいただいたこと、心か

ら感謝申し上げます。 

国労中央執行委員長の松川です。一言ご挨拶申し上げます。 

 1872年 10月 14日、新橋～横浜間に日本で最初の鉄道が開通し、以来、駅から町ができ、

町から町をつないで日本の発展に寄与した日本の鉄道は、いま、儲からない、赤字だからと

言って廃線の危機にあり、ひいては公共交通そのものが危機に瀕しています。 

152 年の歴史を持つ鉄道は、全国に鉄道網を張り巡らせ、都心から地方まで、人流と物流

の要として運用されてきましたが、時代と共に役割も変わり、1987年には、国鉄が「分割・

民営」化され、現在のＪＲ体制になり 37 年という時を重ね、国鉄を知らない世代が多くな
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ってきたのも事実です。 

当時の国鉄は、地方路線の赤字を抱えながらも、内部補助により単年度黒字であったもの

の、新幹線建設などによる累計赤字に陥っていました。赤字を埋めるための運賃値上げや度

重なる合理化施策に反対する組合運動が強大になっていたこともあり、国策として国家的不

当労働行為を行ってまで国労を潰すことを一つの目的として、国鉄「分割・民営」化が実行

されました。国労は国鉄を「分割・民営」化するとローカル線の廃止につながると主張し反

対運動を展開しました。 

これに対し自民党は、分割・民営化の前年に新聞全国紙に意見広告を出し 6つの公約を掲

載しました。その中には、「運賃はあがりません。ブルートレインなど長距離列車もなくなり

ません。ローカル線もなくなりません」などの記載がありました。 

1986年 5月のことでした。そして翌月 6月に当時の中曽根首相は、突如として衆議院を解

散し衆参同日選挙に打って出て、私たちも国鉄「分割・民営」化反対の旗を掲げて闘ったも

のの、予想に反して大勝を納めた自民党は、国鉄「分割・民営」化を強行したのです。 

このように国策でローカル線を含めた公共交通網としてＪＲが発足したわけです。 

しかし、順調に経営が推移した本州 3社と経営が苦しい北海道、四国、九州の 3島会社の

経営体力は広がる一方で国労が指摘してきた通りの展開になりました。民間会社ですから、

資本の理論で赤字を生み出すローカル線はしだいに経営の重荷となり、拍車をかけたのが自

然災害の頻発と新型コロナ感染症でした。災害からの復旧に莫大な費用がかかり、復旧して

も赤字であるなら、廃線した方が儲けにつながると言わんばかりで、手つかずの状態です。

さらにコロナで本州三社も赤字に転落し、一時的に内部補助ができなくなったことから、線

区毎の収支や輸送密度を公表し、廃線への準備に入りました。そして、「地域公共交通 活性

化再生法(地活法)」の改正が行われ、赤字路線を抱える事業者が国に対策を求めることがで

きるようになり、再構築協議会が立ち上がりました。 

この一連の経過において前面に出てくるのは、「会社経営のために利潤を生みだすための

鉄道」であり、欠落しているのが「公共交通の視点と使命」。 

ここで一度立ち止まり、「公共交通とは何か」「超高齢化社会における人流と物流をどうす

るのか」を考えないといけない。したがって、ＪＲのみならず、私鉄、バス、タクシー、Ｊ

Ｒ貨物、トラックなどが総合的に連携し、国民が安心して豊かに生活していくために必要な

「人流と物流」を企業や国が考えないといけない。これこそが「公共交通の視点と使命」で

はないでしょうか。 

ローカル線を廃止してバス転換すればうまくいくという問題ではありません。すでに、ロ

ーカル線をバス転換した自治体の経過については、この後のパネルディスカッションで報告

していただけると思いますが、このままでは、交通格差が広がり、交通弱者がさらに生み出

されてしまいます。これは、企業の力だけではどうにもなりません。自治体や国がかかわっ

て日本の公共交通を構築し、交通格差をなくさなければいけません。 

もう一つ重要なのは、安全問題です。国労は、鉄道事業にとって安全が第一であるとの立

場で、安全総点検運動や会社施策に対する団交での改善を求めてきました。 

一方、会社は、「安全はトッププライオリティー」としながらも、より儲けを生み出す事業

戦略に投資し、現在は AI を活用し、自動化にひた走っています。結果として現場の技術力

が低下しているとの指摘がされています。 
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残念ながら今年に入り事故が頻発しています。 

1 月にＪＲ東日本で新幹線の架線切断事故が発生、使用開始から 38 年が経過していたこ

とが判明。東海では、新幹線保守用車の激突事故、九州では高速船浸水データ改ざん、各社

で車輪輪軸の圧入データ改ざん、そしてつい最近、東日本で新幹線分離事故など、挙げれば

きりがないほどの事故や不正までが明らかになりました。 

このままでは、またもや大事故につながるのでないかと心配ばかりが募ってしまいます。

福知山線事故から来年で 20 年を迎えます。もう一度初心に帰り、安全目線で職場を見ない

といけないと思います。 

国労は、公共交通の問題と安全問題は一体の問題であるととらえており、後ほどのパネル

ディスカッションにおいても、本質に迫っていきたいと思っています。 

現在も地方においては、自動車社会ですが、超高齢化社会を迎え、高齢者の自動車事故が

問題視され、免許証の返納が求められています。したがって免許証を返納すると限られた交

通手段に頼るしかないわけですが、鉄道が廃線になれば移動手段はごく限られた物にならざ

るを得ません。廃線となれば復活は望めません。町は疲弊し、鉄道跡地は荒廃していきます。

ですから今ある交通モードを組み合わせて、公共交通を構築する必要があることをあらため

て訴えたいと思います。 

結びになりますが、企業利益のための交通手段ではなく、利用者のため、国民が必要とす

る公共交通網を構築するために全力をあげようではありませんか。私が尊敬する「高校生平

和大使」の言葉を引用させていただきますが、このような私たちの取り組みは「微力だけど

無力じゃない」。このことを確信し、微力な力を結集し、大きな力に変えていくことを御誓

い申し上げてご挨拶といたします。 
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岩元書記長まとめ 
 

 

シンポジウム全体のまとめという

事になりますが、今シンポジウムは

「ＪＲ発足 37年あらためて地域公共

交通を考える」というテーマで行い、

1部は桜井先生からの基調講演、2部

では安藤先生をコーディネーターと

してパネルディスカッション形式で

報告を頂きました。 

ＪＲをはじめ、全国の鉄道やバス

について公共交通として位置づけを

されながら、実態は運営事業体に委ねられ、路線の維持について採算性議論になっているこ

とが問題であると考えられますし、現在、人件費などのコストカットによる路線維持になっ

ているように考えられます。またその弊害として度重なる輸送障害など安全が危惧される事

態、利用者の利便性の低下の報告もありました。 

ＪＲが発足し 37 年が経ちましたが、現在においても鉄道は重要な地域公共交通の一つで

ある事に変わりはありません。新型コロナウイルスによる世界的なパンデミックの中で利用

者が一時激減した事は事実ですが、現在は回復傾向にあります。そうした中において内部補

填について限界を迎えていると言われていますが、上場 4社については会社全体で考えると

発足時から収益を増大させている事も事実です。北海道。四国、貨物については構造的な矛

盾があり国が積極的に関与することが求められています。 

地域公共交通の維持については、エリアにおける事業者間の連携も重要であり、かつては

並行する事業者は競争相手であり積極的にダイヤ調整が行われる事などはありませんでし

たが、現在はエリア全体での連携により利用者の利便性の向上などが図られている報告もあ

りました。 

こうした状況も生まれていますが、事業者と地方自治体に委ねるだけでなく国の公共交通

に対する考え方、公共交通を社会インフラとして位置づけ国が積極的に関与することが重要

であり国や国土交通省に積極的に

求めていきます。 

本日のシンポジウムをキックオ

フとして、全国統一行動としてエリ

ア・地方本部において、自治体・利

用者と一体となった創意工夫した

集会や学習会、シンポジムムや宣伝

行動などを取り組むことについて

再度確認をし、シンポジウムのまと

めとさせていただきます。 


































































